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ワーク・ライフ・バランス推進行動計画～衆議院事務局特定事業主行動計画～の実施状況

及び衆議院事務局における女性の職業選択に資する情報の公表  

（令和６年度） 

 

令和７年６月１６日 

 

 衆議院事務局では、「次世代育成支援対策推進法」（平成１５年法律第１２０号）及び「女性の職 

業生活における活躍の推進に関する法律」（平成２７年法律第６４号）（以下「女性活躍推進法」と 

いう。）に基づき、「ワーク・ライフ・バランス推進行動計画～衆議院事務局特定事業主行動計画～」 

（以下「行動計画」という。）を策定・実施しています。 

今般、次世代育成支援対策推進法第１９条第５項及び女性活躍推進法第１９条第６項に基づき、 

行動計画の実施状況を以下のとおり取りまとめましたので公表いたします。あわせて、女性活躍推 

進法第２１条の規定に基づき、衆議院事務局における女性の職業選択に資する情報を公表いたしま 

す。 

なお、行動計画策定に当たり参照した令和元年度の実績値とともに、参考として令和２年度の実 

績値も併記しております。 

 

Ⅰ 職業生活に関する機会の提供に関する実績 

 

１ 採用した職員（試験採用された者）に占める女性職員の割合  

 

 

 

【達成状況】採用した職員（試験採用された者）に占める女性職員の割合  

      ＜採用職種別＞                  （女性採用者数／採用者数） 

 
採用した職員 

（試験採用された者） 

採用職種別内訳 

総合職 一般職 議警職 

令和元年度 
３６．１％ 

（１３人/３６人） 

５０．0％ 

（１人/２人） 

４４．４％ 

（１２人/２７人） 

０％ 

（０人/７人） 

令和２年度 
４２．１％ 

（１６人/３８人） 

５０．0％ 

（１人/２人） 

４８．２％ 

（１４人/２９人） 

１４．２％ 

（１人/７人） 

令和３年度 
３６．１％ 

（１３人/３６人） 

１００．０％ 

（２人/２人） 

３７．０％ 

（１０人/２７人） 

１４．２％ 

（１人/７人） 

令和４年度 
４３．３％ 

（１３人/３０人） 

０％ 

（０人/２人） 

５４．５％ 

（１２人/２２人） 

１６．６％ 

（１人/６人） 

令和５年度 
５３．３％ 

（１６人/３０人） 

１００．０％ 

（２人/２人） 

５６．５％ 

（１３人/２３人） 

２０．０％ 

（１人/５人） 

令和６年度 
４１．９％ 

（１３人/３１人） 

１００．０％ 

（１人/１人） 

４５．８％ 

（１１人/２４人） 

１６．６％ 

（１人/６人） 

 

 

 

 

採用者に占める女性の割合 ３５％以上 

【目標（毎年度）】 
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２ 各役職段階※１にある職員に占める女性職員の割合  

役職段階 指定職相当 課室長相当職※２ 課長補佐相当職※３ 係長相当職 

令和４年度 
（令和５年１月現在） ８．７％ ２４．０％ ５６．２％ ３０．９％ 

令和５年度 
（令和６年１月現在） １５．２％ ２４．７％ ５５．０％ ３１．２％ 

令和６年度 
（令和７年１月現在） １０．４％ ２４．8％ ５４．３％ ３２．６％ 

   

※１ この項目における各役職段階の定義は以下のとおりとする。 
指定職相当    ：特別給料表適用職員（議長又は副議長の秘書参事を除く。）及び指定職給料表適用職員 
課室長相当職  ：特別給料表（議長又は副議長の秘書参事）５号給以上の職員 

行政職給料表（一）７級から１０級の職員 
課長補佐相当職：特別給料表（議長又は副議長の秘書参事）３号給及び４号給の職員 

行政職給料表（一）・速記職給料表・議院警察職給料表各５級及び６級の職員 

係長相当職    ：特別給料表（議長又は副議長の秘書参事）１号給及び２号給の職員 
行政職給料表（一）・速記職給料表・議院警察職給料表各３級及び４級の職員 
行政職給料表（二）４級及び５級の職員 

 
※２ 国の行政機関の「本省課室長相当職」に相当する。 
 

※３ 国の行政機関の「地方機関課長・本省課長補佐相当職」に相当する。 
 
※４ 令和元年度～令和３年度の割合については、各役職段階の定義が異なっているため、参考数値として以下に掲載する。 
 

役職段階 管理職 
  課長補佐 

相当職 
係長相当職 

指定職相当 課室長相当職 

令和元年度 
（令和２年１月現在） 

１５．９％ ２０．０％ １３．６％ ４４．８％ ３２．６％ 

令和２年度 

（令和３年１月現在） 
１４．８％ １３．３％ １５．７％ ４５．８％ ３２．５％ 

令和３年度 

（令和４年１月現在） 
１６．１％  ９．３％ １９．１％ ４７．３％ ３１．４％ 

 
   なお、この項目における各役職段階の定義は以下のとおりとする。 

    指定職相当  ：特別給料表適用職員、指定職給料表適用職員 
    課室長相当職 ：行政職給料表（一）適用職員でありかつ管理職である職員 
    課長補佐相当職：行政職給料表（一）、速記職給料表及び議院警察職給料表の５級以上の職員でありかつ 

管理職でない職員 
    係長相当職  ：行政職給料表（一）、速記職給料表及び議院警察職給料表の３級及び４級の職員 

 

３ 主な取組内容 

○ 事務総長から全職員へのワーク・ライフ・バランスについてのメッセージを、院内 LANに掲載 

○ リーフレット『ワーク・ライフ・バランス ニュース』を不定期で作成、院内 LANに掲載 

○ 『衆議院事務局ハラスメント防止ハンドブック』及び苦情相談体制等の周知並びにハラスメン

ト防止研修等の実施 

○ ハラスメント防止対策リンク集を、院内 LANに掲載 

○ 職員採用パンフレットへの女性職員の活躍状況の掲載、大学等で実施する職員採用のための業

務説明会への女性職員の積極的な派遣等 

○ 衆議院 HPにおける「衆議院事務局採用情報」及び本公表間の相互閲覧利便性の確保 

○ 女性職員のキャリアアップに関する研修の実施 

 

 

Ⅱ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

１ 男女別の離職率 

  令和６年度中の離職率は、男性０．６０％、女性１．２３％であった（定年退職、死亡退職、

分限等は対象外。）。 
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２ 育児休業取得率 

 
 
 

 

【達成状況】男性職員の育児休業取得率 

 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

取得率 
１２．９％ 

（４人/３１人） 

２９．７％ 

（１１人/３７人） 

２９．６％ 

（８人/２７人） 

５０．０％ 

（１６人/３２人） 

６２．０％ 

（１８人/２９人） 

７２．０％ 

（１８人/２５人） 

 
 
＜男性職員の育児休業取得率＞ 
 
  
  
   
 
 
 
 
 
 
 

 

 

＜男女別・採用職種別の育児休業取得率＞ 

※１ 「取得率」は、調査対象年度中に子が生まれた職員（育児休業の対象職員に限る）の数（a）に対する同年度中に最初の育児休業

をした職員数（ｂ）の割合（ｂ／a）。（ｂ）には、前年度以前に子が生まれたものの、当該年度には取得せずに、調査対象年度に

なって最初の育児休業をした職員が含まれるため、取得率が 100％を超えることがある。 

※２ 速記職含む。 

※３ 令和４年度より公表の対象とした。 

 

 

 

育児休業取得率 

採用職種別内訳 

総合職 一般職※２ 議警職 非常勤職員※３ 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

令和 

元年度 

１２．９％ 

（４人/３１人） 

１００％ 

（１９人/１９人） 

０％ 

（０人/２人） 

該当者 

なし 

１８．７％ 

（３人/１６人） 

１００％ 

（１６人/１６人） 

７．６％ 

（１人/１３人） 

１００％ 

（３人/３人） 

 
令和 

２年度 

２９．７％ 

（１１人/３７人） 

１００％ 

（１０人/１０人） 

１００％ 

（２人/２人） 

１００％ 

（１人/１人） 

２６．９％ 

（７人/２６人） 

１００％ 

（７人/７人） 

２２．２％ 

（２人/９人） 

１００％ 

（２人/２人） 

令和 

３年度 

２９．６％ 

（８人/２７人） 

１００％ 

（１３人/１３人） 

１００％ 

（１人/１人） 

１００％ 

（１人/１人） 

４６．６％ 

（７人/１５人） 

１００％ 

（１０人/１０人） 

０％ 

（０人/１１人） 

１００％ 

（２人/２人） 

令和 

４年度 

５０．０％ 

（１６人/３２人） 

１００％ 

（１３人/１３人） 

６６．6％ 

（２人/３人） 

該当者 

なし 

７０．5％ 

（１２人/１７人） 

１００％ 

（１０人/１０人） 

１６．６％ 

（２人/１２人） 

１００％ 

（３人/３人） 

該当者 

なし 

該当者 

なし 

令和 

５年度 

６２．０％ 

（１８人/２９人） 

９０．９％ 

（１０人/１１人） 

該当者 

なし 

該当者 

なし 

７２．２％ 

（１３人/１８人） 

８８．８％ 

（８人/９人） 

４５．４％ 

（５人/１１人） 

１００％ 

（２人/２人） 

該当者 

なし 

該当者 

なし 

令和 

６年度 

７２．０％ 

（１８人/２５人） 

１００％ 

（８人/８人） 

６６．６％ 

（２人/３人） 

１００％ 

（１人/１人） 

５０．０％ 

（７人/１４人） 

１００％ 

（６人/６人） 

112.5％ 

（９人/８人） 

１００％ 

（１人/１人） 

該当者 

なし 

該当者 

なし 

男性職員の育児休業（１週間以上）取得率※１８５％ 

【目標（令和７年度）】 

29.7 29.6 

12.9 

85 
（R７年度目標値） 

 

20 
（～R６年度目標値） 
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＜育児休業取得期間分布状況（令和６年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 男性職員による配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況 
        

  

 

 
 
 

【達成状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者出産休暇 育児参加のための休暇 合計平均取得日数 

（対象者平均） 
取得率 

（取得者/対象者） 

平均取得日数 

（取得者平均） 

取得率 

（取得者/対象者） 

平均取得日数 

（取得者平均） 

令和元年度 
９３．５％ 

（２９人/３１人） 
１．９日 

９３．５％ 
（２９人/３１人） 

４．２日 ５．７日 

令和２年度 
１００％ 

（３７人/３７人） 
１．７日 

９４．５％ 
（３5 人/３７人） 

４．２日 ５．７日 

令和３年度 
９６．２％ 

（２６人/２７人） 
１．８日 

８５．１％ 
（２３人/２７人） 

４．６日 ５．７日 

令和４年度 
１００％ 

（３２人/３２人） 
１．８日 

９３．7％ 
（３０人/３２人） 

４．７日 ６．２日 

令和５年度 
９３．１％ 

（２７人/２９人） 
１．８日 

８２．７％ 
（２４人/２９人） 

４．１日 ５．１日 

令和６年度 
９６．０％ 

（２４人/２５人） 
１．９日 

８０．０％ 
（２０人/２５人） 

３．７日 ４．８日 

男性職員による配偶者出産休暇（２日）及び育児参加のための休暇（５日）の取得率１００％、

合計平均取得日数（対象者平均）５日以上 

【目標（毎年度）】 

5日以上

2週間未満

11.1 ％

2週間以上

1月以下

27.8 ％

1月超

3月以下

44.4％

3月超

6月以下

11.1 ％

9月超

12月以下

5.6 ％

男性職員

3月超

6月以下

12.5 ％

6月超

9月以下

25.0 ％

9月超

12月以下

50.0 ％

24月超

12.5 ％

女性職員
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４ 年次休暇の取得状況 

 

 

 

 

【達成状況】年間平均取得日数及び年間取得日数５日未満の割合（１月～１２月） 

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

平均取得日数 １３．９日 １４．７日 １５．９日 １４．０日 １６．８日 １７．０日 

５日未満の割合 ６．６％ ７．１％ ５．２％ ５．０％ １．６％ １．６％ 

 
 

５ 主な取組内容 

○ 事務総長から全職員へのワーク・ライフ・バランスについてのメッセージを、院内 LANに掲載 

○ リーフレット『ワーク・ライフ・バランス ニュース』を不定期で作成、院内 LANに掲載 

○ 定時退庁日の柔軟な設定・実施の呼び掛け 

○ テレワーク制度の試行  

○ 仕事と育児・介護の両立に悩む職員が、様々な経験を積んだ先輩職員に気軽に相談できるよう

なお悩み相談窓口の設置及び周知 

○ 『育児・介護のための両立支援ハンドブック』による両立支援制度の周知 

○ 所属長による育児と仕事の両立支援制度の個別周知・意向確認の実施による育児休業等の取得 

促進 

○ 親と子が親の仕事について話し合うきっかけとなるよう、職員の子どもを対象とした「子ども

の職場見学」の実施 

  

年次休暇の年間平均取得日数１６日以上及び年間取得日数５日未満の割合０％ 

【目標（毎年）】 
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令和６年度 職員の給与の男女の差異の情報公表 

 

特定事業主名：衆議院事務局 

１．全職員に係る情報 

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

※ 「任期の定めのない常勤職員」の基本給については、国会職員法に基づき定められている、国会職員の給与等に関する規程に
より決定されており、同一の給料表・級・号給であれば、同一の額となっている。 

 

 （１）役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

指定職相当 １００．８％ 

課室長相当職  ９６．７％ 

課長補佐相当職  ９５．５％ 

係長相当職  ８６．９％ 

 

  ※ この項目における各役職段階の定義は以下のとおりとする。 
指定職相当    ：特別給料表適用職員（議長又は副議長の秘書参事を除く。）及び指定職給料表適用職員 
課室長相当職  ：特別給料表（議長又は副議長の秘書参事）５号給以上の職員 

行政職給料表（一）７級から１０級の職員 
課長補佐相当職：特別給料表（議長又は副議長の秘書参事）３号給及び４号給の職員 

行政職給料表（一）・速記職給料表・議院警察職給料表各５級及び６級の職員 

係長相当職    ：特別給料表（議長又は副議長の秘書参事）１号給及び２号給の職員 
行政職給料表（一）・速記職給料表・議院警察職給料表各３級及び４級の職員 
行政職給料表（二）４級及び５級の職員 

 
※ 課室長相当職は、国の行政機関の「本省課室長相当職」に相当する。 
 
※ 課長補佐相当職は、国の行政機関の「地方機関課長・本省課長補佐相当職」に相当する。 

  
 

（２）勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上  ８１．３％ 

３１～３５年  ９２．４％ 

２６～３０年  ９１．５％ 

２１～２５年  ８８．８％ 

１６～２０年  ９０．４％ 

１１～１５年  ８７．７％ 

６～１０年  ８９．２％ 

１～５年  ９０．４％ 

※ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。 

【説明欄】 

〇「任期の定めのない常勤職員以外の職員」のうち、１月のうち勤務日が１、２日など、当該月のごく一部の勤務しか

していない職員については算出の対象から除外している。 

〇給与の男女の差異が生じている要因として、以下が考えられる。 

・育児時間の取得者に占める女性職員の割合が男性職員よりも高い（育児時間を取得している職員の給与は、その時

間に応じて減額される）。 

・扶養手当及び住居手当の受給者に占める男性職員の割合が女性職員の割合よりも高い。 

 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員  ９０．２％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員  ９５．９％ 

全職員  ９１．０％ 


